
 

 

観光地域づくり法人形成･確立計画 

 

記入日：令和６年 １０月 １日 

 

１．観光地域づくり法人の組織 
 

申請区分 

※該当するものを

○で囲むこと 

広域連携ＤＭＯ･地域連携ＤＭＯ･地域ＤＭＯ 

観光地域づくり法

人の名称 

公益社団法人 北海道観光機構 

マネジメント・マ

ーケティング対象

とする区域 

北海道 

所在地 北海道札幌市 

設立時期 1946年（昭和 21年）4月「北海道観光連盟（任意団体）」結成 

1962年（昭和 37年）11月「社団法人 北海道観光連盟」改組 

2008年（平成 20年）4月「社団法人 北海道観光振興機構」発足 

2013年（平成 25年）4月「公益社団法人 北海道観光振興機構」へ移行 

2024年（令和 6年）6月「公益社団法人 北海道観光機構」名称変更 

事業年度 ４月１日から翌年３月 31日までの１年間 

職員数 ４３人【常勤４２人（正職員１３人・出向等２９人）、非常勤１人】 

代表者（トップ人

材：法人の取組に

ついて対外的に最

終的に責任を負う

者） 

 

（氏名） 

小金澤 健司 

（出身組織名） 

(株)アイティ・コミュニ

ケーションズ 

令和４年６月から現職。コールセンター事業やマ

ーケティング関連事業を通じ北海道内の観光に知

見があるほか、本道の観光に優位性のある食に関

する造詣が深い。また、道内の観光事業者とも幅

広い関わりがあり、本道観光の中核組織のトップ

として自ら先頭となって観光の振興や地域経済の

活性化に取り組んでいる。 

データ分析に基づ

いたマーケティン

グに関する責任者

（ＣＭＯ：チー

フ・マーケティン

グ・オフィサー 

 

（氏名） 

中村 智「専従」 

（出身組織名） 

日本航空（株） 

大手航空会社に勤務し福岡空港支店長、商品・サ

ービス企画本部業務部長等を歴任。 

令和４年６月から当機構に出向。 

令和６年４月より専務理事兼事業企画本部長とし

て、当機構が掲げる３つの柱であるマーケティン

グ・プロモーション・観光地づくりの企画・立

案・推進の総括責任を担っている。 

財務責任者 

（ＣＦＯ：チー

フ・フィナンシャ

ル・オフィサー） 

 

（氏名） 

田中 勝宏「専従」 

（出身組織名） 

北海道コカ・コーラボトリ

ング（株） 

大手飲料メーカーの輸送関連会社に勤務し、管理

統括本部長等を歴任。 

令和６年 10月から当機構に出向。知識と経験の

もと、総務全般や財務管理の業務に携わり的確な

業務運営を行っている。 
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各部門（プロモー

ション）の責任者

（専門人材） 

 

（氏名） 

柳原 由実子「専従」 

（出身組織名） 

（株）JTB 

大手旅行代理店に勤務し、仕入企画、営業担当の

課長を歴任し、道内 DMO・観光協会への出向経験

あり。 

令和５年４月から当機構に出向、国内及び海外誘

客業務に従事し、国内・海外へのプロモーション

等に関する高い知見と能力を持つ。 

各部門（マーケテ

ィング）の責任者

（専門人材） 

 

（氏名） 

若月 桂一「専従」 

（出身組織名） 

（株）北洋銀行 

地方銀行に勤務し、営業部次長、支店長を歴任

し、商工会議所への出向経験あり。令和６年４月

から当機構に出向。知識と経験のもと、マーケテ

ィング業務に従事。 

各部門（観光戦

略）の責任者（専

門人材） 

 

（氏名） 

堀田 彰「専従」 

（出身組織名） 

（株）名鉄観光サービス 

大手旅行代理店に勤務し、札幌、旭川の支店長を

歴任。 

令和３年４月から当機構に出向、ＡＴ推進、観光

地づくり、広域周遊観光支援業務に従事し、観光

戦略に関する高い知見と能力を持つ。 

連携する地方公共

団体の担当部署名

及び役割 

 

北海道 経済部観光局（観光政策全般） 

北海道 総合政策部交通政策局（交通ネットワーク） 

北海道 14総合振興局・振興局 商工労働観光課（広域観光推進） 

道内 179市町村 商工観光課等（着地型旅行商品開発） 

連携する事業者名

及び役割 

・ 北海道経済連合会、北海道経済同友会、北海道商工会連合会、北海道商工

会議所連合会など経済団体（道内観光振興対策の推進） 

・ 北海道バス協会、北海道地区レンタカー協会、北海道ハイヤー協会、北海

道旅客鉄道、日本航空、全日本空輸、ＡＩＲＤＯ、北海道エアポートなど

の業界団体､事業者（道内外の交通戦略） 

・ 日本旅行業協会北海道支部、日本旅館協会北海道支部、日本ホテル協会北

海道支部などの業界団体（誘客促進、サービス向上） 

・ ホクレン農業協同組合連合会、北海道漁業協同組合連合会、北海道食産業

総合振興機構、北海道貿易物産振興会などの産業団体（食と観光の連携） 

・ 観光圏整備計画認定地域（富良野・美瑛観光圏、ニセコ観光圏、水のカム

イ観光圏）や広域観光周遊ルートの受入体制、着地型旅行商品の開発に取

り組む地域連携 DMO、地域 DMO、広域協議会、地域観光団体、各市町村観

光協会など 

官民･産業間･地域

間との持続可能な

連携を図るための

合意形成の仕組み 

【該当する登録要件】①② 

① 正副会長会･理事会、通常総会の開催 

② 担当部会、幹事会及び地域分科会の設置 

（概要） 

① 当機構の役員(会長 1名､副会長 3名､専務理事 1名､常務理事 1名､理事 10

名､監事 3名、計 19名)は、観光関係団体､旅行業、宿泊業、運輸業、地域

観光協会等の幅広い分野の代表者が参画(別紙役員一覧参照）から選出さ

れており、年に４回開催する通常理事会において、事業計画内容の審議、

事業進捗状況の点検、事業実施結果の評価等を行ない、合意形成を図って

いる。また、年に 1回開催する通常総会では、当機構の正会員（道内各地

域の市町村･観光協会､観光関連団体･企業など）に対し、事業内容を報告

するとともに、幅広く意見を聴取し、事業執行への反映に努めることとし

ている。 

② 理事で構成され、事業を検討する３つの担当部会（マーケティング部会、

プロモーション部会、観光地づくり部会）と、企業・業界・団体の代表者

で構成され、地域の現状把握や個別テーマの議論を行う「幹事会」、DX推

進や会員活動を検討する「総務本部会」、地域ごとのプロモーション活動



様式１ 

2 

 

を推進する「地域分科会」（道南地域、道央地域、道北地域、道東地域、

アイヌ文化）を設置し、年に数回会議を開催し、中長期的な戦略及び北海

道観光に関する要望、当機構の事業に対する具体的な事業提案の審議や、

地域分科会としての事業内容の策定など、各産業界や道内各地域の構成メ

ンバーの意見を反映させた上で事業内容を策定している。 

地域住民に対する

観光地域づくりに

関する意識啓発・

参画促進の取組 

 

・ バリアフリー対応やおもてなし啓発活動などホスピタリティ向上に関わる

研修を実施。 

・ 観光案内所、小売店、交通機関、文化施設等の従事者向けの外国人観光客

対応のための職種別研修（セミナー）等を実施。 

・ リハビリテーション、ケアツーリズムの第一人者である医師を講師に招

き、ケアツーリズムセミナーを開催 

・ R5年度より北海道観光の回復にあたって、観光が地域や社会の課題解決に

つながる持続可能な観光を目指すため、住民（道民）に対し住民調査を実

施。居住地満足度、社会的満足度、経済的満足度を基に総合満足度を算出

し、本道における課題を抽出し、満足度向上のための施策検討を実施し

た。 

法人のこれまでの

活動実績 

 

 

【活動の概要】R5年度事業より抜粋して記載 

事業 実施概要 

情報発信・

プロモーシ

ョン 

・誘客促進強化事業（国内） 

①北海道観光情報交換会 

マスコミや記者、旅行会社へ Zoomや Youtube LIVE配信

でオンライン開催 

②メディアタイアップ事業 

テーマに沿ったテレビ、ラジオ、雑誌による情報発信の実  

施 

③大規模イベント出展 

ツーリズム EXPOジャパンをはじめ、各種イベントへの出  

展 

④他県連携相互送客事業 

直行便就航エリア（茨城、静岡、新潟、富山、石川、長

野、兵庫、岡山、広島、香川、愛媛、福岡、熊本、沖

縄）を対象とした相互送客促進 

⑤東北プロモーション(仙台駅構内イベント) 

⑥旅行商品造成 

羽田、関西、中部空港出発の冬期のエスコート商品の新

聞広告掲載費助成 

⑦交通連携プロモーション（閑散期搭乗キャンペーン） 

「旅たび来てね！HOKKAIDO LOVEキャンペーン」 

⑧宿泊事業者と連携した道産水産物需要喚起・誘客促進

事業 

中国による日本の水産物輸入全面停止措置対策 

⑨Web・SNSプロモーション 

北海道公式観光 LINEアカウントを活用 

⑩PRツール作成 

北海道マップ、観光ポスター、各種プロモーションＰＲ

ツール 

 

・誘客促進強化事業（海外） 

 ①北海道観光レップの設置（欧州、米国、豪州） 
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 ニュースリリースの配信・現地セールス・現地旅行博代理

出展・セミナー開催等、記事掲載・動画制作・北海道観光

BtoBセミナーの開催 

 ②「WORLD WINTER SPORTS（BEIJING）EXPO 2023」への出

展（中国市場） 

 北海道観光セミナー（BtoB）の企画開催（北京、成都、広

州、上海）セールスコールの実施、 富裕層向け旅行会

社、OTAの招請、Trip.comと連携した FIT向け北海道観光

情報の発信 

 ③北海道スキープロモーション協議会 

 スキー旅行博への出展 

 

・北海道旅行割引事業 

 ①メディアプロモーションによる誘客促進事業 

 テレビ CM展開（広告素材に TEAM NACSを継続起用） 

 YouTubeインストリーム広告、Instagram動画広告、TVer

動画広告 

 ②アプリインストール促進プレゼントキャンペーン事業 

 ③旅行需要喚起キャンペーン（食・酒の魅力発信） 

 番組「おさんぽ北海道～この旅はお世話になります」（HBC

制作）全国放送 

 フォーリンラブはっしーさん、髭男爵ひぐち君さんの２名

を起用しプロモーション動画の制作(YouTube にて配信) 

30秒タイプの動画（YouTube、LINE、Facebook、

Instagram）広告配信 

④旅行需要喚起キャンペーン（サウナの魅力発信） 

番組「ウドちゃんの旅してゴメン」（全国放送） 

⑤テレビ番組タイアップ（道内・海外） 

全道各地のサウナ PR動画（4本）制作、放映 

 

・北海道教育旅行活性化事業 

 招聘（視察）事業、アドバイザー派遣、教育旅行講習会、

セール活動、教育旅行説明会・相談会、北海道教育旅行ガ

イドブック改訂 

 

・北海道どさんこ旅サロンの運営・利用促進事業 

首都圏における北海道観光の情報発信拠点である「どさ

んこ旅サロン」を運営し、北海道の観光情報をタイムリ

ーに提供することにより、首都圏からの誘客を促進 

 

・北海道観光誘致推進事業・観光 PR催事 

 全国各都市で開催される、「北海道の物産と観光展」にお

いて観光ＰＲ（全国６会場）を行い、道産品に関心、又は

購買意欲がある多くの来場者に本道の観光の魅力を直接的

に宣伝することにより、観光誘致促進を図った。 

 

・MICE誘致推進事業 

 ①国内バイヤー等を招請した北海道 MICEファムツアーの

実施及び MICE商談会の企画開催 
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 ②サスティナブルな MICEコンテンツを集約したプレゼン

資料の作成 

 ③やさしい MICE推進に向けたアドバイザーの派遣 

 ④北海道 MICE誘致推進協議会主催北海道 MICE商談会 in

東京開催 

 ⑤IME2024への出展 

 ⑥北海道 MICE誘致促進助成金交付事務 

 

・北海道観光誘致推進事業 

 ①ツーリストマップ、パンフレットの製作 

 ②「キュンちゃん」ノベルティーの製作 

 ③海外旅行会社及びランドオペレーター、メディア、航空

会社、JNTO等に北海道の最新観光情報を定期的（月 2

回）に配信 

 ④ＶＲゴーグルを活用したバーチャル体験。道内の 13か

所の自然、体験、イベント等の素材を製作。旅行博等で、

来場者に体験。 

 ⑤中国直行便再開に向けた動画編集及び SNS広告配信 

 

・テーマ別観光促進事業 

 訪日意欲の高い市場に対し「食」「自然」「体験」などの観

光情報に加えて「AT」「ワインツーリズム」「ケアツーリズ

ム」「ナイトタイムエコノミー」等の高付加価値旅行をテ

ーマにプロモーションを実施（対象市場：シンガポール、

マレーシア、韓国） 

  

・インバウンド再興事業 

コロナ前来道実績があった市場、増加傾向にあった成長

市場に対し、北海道の最新観光情報の発信や現地旅行博

への出展、現地旅行会社へのセミナー等のプロモーショ

ンを実施（対象市場：タイ、ベトナム、インドネシア、

フィリピン、台湾、香港） 

 

・観光再始動事業 

インバウンドの本格的な回復を図るため、特別な体験や

期間限定の取組等を世界に発信、モデルツアーの造成を

実施。コンサドーレ札幌に所属しているタイ人選手との

交流、エスコンフィールド北海道での試合観戦等の実

施。 

 

・アドベンチャートラベル推進事業 

ATWS 2023の開催を契機として AT商品の開発や情報発信

を行い、北海道のアドベンチャートラベルのブランド化

を推進、商品造成に係る支援の実施 

①Post Summit Adventureモニターツアー 

②冬季ファムツアー（アイヌ文化、ワイルドライフコー

ス） 

③ATモデルコース造成事業（WEB掲載・R5年度 14コース

採択） 
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④AdventureElevate出展（米国・メーン州ポートラン

ド） 

⑤ATWS2023を活用した調査事業（PSA 磨き上げ、DOAアン

ケート調査、ホストデスティネーションラウンジ設

置、調査報告書作成） 

⑥ATWS2023北海道／日本への出展 

⑦映像制作事業（ATWS2023の記録、冬季の AT商品動画制

作） 

⑧ATWS2023北海道／日本報告セミナー開催（2023年 12

月） 

⑨商品造成に向けた国内連携事業（現地調査研究会、商

談会） 

⑩ATポータルサイト情報発信事業（北海道 ATガイドの紹

介等） 

⑪シンガポール、マレーシアプロモーション 

⑫米国 LATAS旅行博出展、セールスコール 

受入環境の

整備 

・ユニバーサルツーリズム推進事業 

 ①バリアフリー観光情報サービス・情報発信強化 

宿泊・飲食・体験・土産品販売等の事業者を対象とし

た、バリアフリーの取組に係るアンケート調査の実施 

 ②バリアフリー対応ノウハウ習得研修、パブリシティの実

施 

バリアフリー対応セミナー、実技研修の開催（5回）、

メデイア発信等 

 ③ホスピタリティ向上 

子ども向け啓発活動「旅育セミナー」、「親子で「旅

育」にチャレンジ！無料バスツアー」開催（参加対

象：道内小学校低学年と保護者） 

④やさしい日本語の活用セミナー開催 

⑤食のユニバーサル啓発事業 

ベジスウィートオンラインスクール開催、大豆ミート

を使用した料理の啓蒙(オータムフェスト会場でのレシ

ピの配布)とアンケート調査の実施 

⑥WEBサイト「WELCOM HOKKAIDO ムスリム＆ベジタリアン

ガイド」の更新 

 

・おもてなし推進事業 

①ボランティアガイド向け観光客受入研修会の開催 

 地域力を高める実践型スキルアップ研修 

 アイヌ文化研修会（2回） 

 ②北海道観光ボランティア連絡協議会への支援 

  観光ホスピタリティ全道大会 in旭川の開催 

  「会報クリスタル」の発行支援 
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・観光人材確保・育成事業 

 ①オホーツク広域観光“共創”セミナー 

「観光概論」「SNS等情報発信」「データ活用」「広域観光

ルート造成」「プロモーション」研修テーマとして地域の

意見に沿った形で実施 

②各地での研修 

・観光×ChatGPT_AIと協業する最前線マーケティング 

・“時間”と“距離”を超えてでも訪れたくなる豊富をブ

ランディングする 

・ATを軸とした広域観光が生み出す価値を学ぶ 

・短時間集中インプット＆ディスカッション 観光“オム

ニバス”セミナー 

・あたりまえ”が感動を生む！渡島エリアの魅力「見つ

け方」と「活かし方」 

・人流データの見方／活かし方を学ぶ観光データマーケ

ティングセミナー 

 ③外国人ガイド育成研修 

  外国語ガイド技能研修、ツアー帯同研修、模擬バスツア

ー、マッチングイベント（通訳案内士と観光事業者、旅

行会社） 

 

・広域連携 DMOとしてのデジタルマーケティング事業 

①北海道来訪者満足度調査 

道内観光客、道外観光客、外国人観光客の属性や旅行実 

態、旅行の期待度や満足度及び観光産業経済効果を調 

査・分析 

②データ連携を活用した観光情報の発信 

外国語サイトと日本語サイトをデータ連携、観光情報デ 

ータベースを共通化し、同一のシステム、データベー 

ス、サーバーの運用で業務効率化、コストダウンを図る 

観光 DXの実施。地域連携 DMO（千歳観光連盟）とのデー 

タ連携を実施。 

③北海道観光に対する住民満足度調査 

居住地満足度（住民の地域への「愛着」や「誇り」）、社 

会的満足度（観光客への評価・観光地としての居住地へ 

の評価）、経済的満足度（観光が地域にもたらす経済面的 

恩恵への評価）の 3分野で道民に調査を実施 

④観光需要予測事業 

インバウンド位置情報データ（人流データ）を月次で取 

得し、DMP（データマネジメントプラットフォーム）に格 

納 

 

・ケアツーリズム調査事業 

「北海道のケア・ツーリズム」推進に参考となるデータの収

集既存コンテンツや素材の洗い出し、道外カスタマーニー

ズ調査国内先進地調査、新たなニーズ調査、インバウンド

の受け入れ調査の実施 

 

・公式観光サイト「HOKKAIDO LOVE！」（日本語）の集客強化

と情報発信の精度向上 



様式１ 

7 

 

・交通と観光との共創による北海道 MaaS 構築人材育成事業 

道内全域での「交通と観光」の共創を目指し、道内の関

係する事業者の理解を促進、観光との共創により地域交

通の維持を図り、仕組みの構築を図る人材の育成 

①キックオフセミナー開催 

②ワークショップ開催（計 5回） 

③フィールドワークの実施 

④総括セミナー開催 

観光資源の

磨き上げ 

・地域の魅力を活かした観光地づくり推進事業 

多様化する観光客ニーズに対応するため、地域の観光協

会等が実施する新たな商品づくり等の取り組みを支援 

①支援概要 採択事業 計 59事業 

・DMO枠（補助上限 1,000万円）8事業 

・地域単独（補助上限 200万円）34事業 

・広域連携（補助上限 400万円）17事業 

②事業進捗確認及び職員派遣による側面支援実施 

③外部アドバイザー（メディア関係者、旅行会社社員、

学識経験者、コンサルタント等）の派遣 

④採択団体向け「情報発信支援事業」 

 SNSによる情報発信セミナーの実施、専門家によるコン

サルティングと実証事業の実施 

⑤成果報告会の実施 

 

・広域観光周遊促進事業 

地方部での訪日外国人観光客の滞在促進のため、地域が

一体となって行う、滞在コンテンツの充実、受入環境整

備、旅行商品流通環境整備の取り組みを支援 

①地域連携事業 ＜観光庁予算事業＞：4事業 

②地域連携事業 ＜道費予算事業＞：4事業 

 

【定量的な評価】 

※ 観光入込客数（実人数） 

2023（Ｒ５）年度 

全体   4,777万人（前年度比＋13.0%、令和元年度比▲9.5％） 

道内客 4,038万人（前年度比＋282万人、＋7.5%、令和元年度比▲403万

人、▲9.1％） 

道外客 505万人（前年度比＋101万人、＋25.0%、令和元年度比▲87万

人、▲14.7％） 

外国人 234万人（前年度比＋165万人、令和元年度比▲10万人、 

▲4.1%） 

※ 観光入込客数（宿泊客延べ人数） 

2023（Ｒ５）年度 

合計  3,697万人泊（前年度比＋497万泊、＋15.5%、令和元年度比＋77万

人泊、＋2.1%） 

外国人 673万人泊（前年度比＋475万人泊、＋340.5％、令和元年度比▲

80.3万人泊、▲10.6％） 
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実施体制 

※地域の関係者と

の連携体制及び地

域における合意形

成の仕組みが分か

る図表等を必ず記

入すること（別添

可）。 

【実施体制の概要】 

・ 当機構は、プロパー職員を中心に、民間事業者（交通、旅行、銀行、広告

出版、飲料メーカー等）と行政（北海道庁）、市町村（札幌市）等からの

出向職員で構成し、官民一体で北海道観光を先導する中核的推進組織。 

（現行実施体制） ※（ ）内は職員の出身組織 

○ 会長（アイティ・コミュニケーションズ） 

○ 専務理事・事業企画本部長兼（日本航空） 

○ 常務理事・事務局長、総務本部長兼（北海道旅客鉄道） 

○ 改革推進室（プロパー、北海道、全日空、名鉄観光サービス、北海道コ

カ・コーラボトリング、楽天） 

○ 役員付マネージャー（楽天） 

○ 総務本部「総務部・事務局」 

（プロパー、北海道、北海道コカ・コーラボトリング、近畿日本ツーリス

ト） 

○ 事業企画本部「マーケティング・ⅮＸ部･プロモーション部･観光戦略部」 

（プロパー、札幌市、日本航空、全日空、ＡＩＲＤＯ、北海道旅客鉄道、

ＪＴＢ、エイチ・アイ・エス、阪急交通社、クラブツーリズム、名鉄観光

サービス、東武トップツアーズ、ＪＴＢ、日本旅行北海道、北洋銀行、北

海道銀行、楽天、リクルート、北海道コカ･コーラボトリング、サッポロ

ホールディングス） 

○ 担当部会  ※（ ）内は構成メンバーの出身組織 

・マーケティング部会（互信ＨＤ、北観光、大雪山白金観光ホテル、野口 

観光） 

・プロモーション部会（日本旅行北海道、鶴雅ＨＤ、北海道宝島旅行社、 

全日空） 

・観光地づくり部会（トーホウリゾート、ＪＴＢ、知床グランドホテル、西

野目産業） 

・幹事会（日本航空、北海道旅客鉄道、京王プラザホテル札幌、クリエイテ

ィブオフィスキュー、りんゆう観光、札幌トヨペット、整形外科医、雪カム

イ、第一ホテル、鶴雅リゾート、道東観光開発、ハートランドフェリー、サ

ツドラ HD、花びしホテル、スノウショップ、マルナカ総業、まるぜん観

光） 

・総務本部会（加森観光） 

 

○ 地域分科会  ※（ ）内は構成メンバーの出身組織 

  地域ごとの独自のプロモーションを推進する地域分科会 

道南､道央､道北､道東エリア（行政､観光協会､観光関係団体､宿泊事業者） 

アイヌ文化分科会（行政、観光協会、アイヌ文化関係者ほか） 
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【実施体制図】 
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２．観光地域づくり法人がマネジメント・マーケティングする区域 
 

【区域の範囲が分かる図表を挿入】 

   
 

 

【区域設定の考え方】 

・区域が単独の行政単位(都道府県)内であり、積雪寒冷な気候、本州と異なる歴史・風土・自然な 

ど、区域全域に共通する基本的な土壌・環境にある。 

・既に「北海道」(HOKKAIDO)ブランドとして、国内外において一定の評価(良好なイメージ)を獲得で

きており、その優位性を最大限活かしつつ、北海道全地域が一体となり観光振興に取り組むこと

で、更なるブランドの強化に繋げることができると考えることから、一体的に観光振興を図ってい

く上で、安定的・継続的かつ効果的な取組が可能になると考える。 

・当機構は、｢北海道観光のくにづくり条例｣に基づき策定された「北海道観光のくにづくり行動計

画」において、北海道観光の中核的推進組織として位置付けられており、国や道、市町村をはじめ

観光関係機関・団体や地域と一体となって、民間組織としての感覚や発想を活かしつつ、機動性と

専門性を発揮し、北海道全域の観光振興に向けた取組を積極的に展開している。 

 

【観光客の実態等】 

※設定区域における観光客入込客数、延べ宿泊者数、消費額等を踏まえて記入すること。 

 観光入込客数（実人数）                       （単位：万人） 

年度 2019（R1） 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5） 

道内客 4,441 3,123 3,234 3,756 4,038 

道外客 592 215 261 404 505 

外国人 244 0 0 69 234 

合 計 5,277 3,338 3,495 4,229 4,777 

・2023（Ｒ５）年度の観光入込客数は、新型コロナウイルス感染症が 5類に移行し、旅行需要回復も

あり、全体で 4,777万人（前年度比＋13.0％、コロナ前の R元年度比▲9.5％）となり、前年度と比

べ増加傾向にあるほか、コロナ前 R元年度の概ね９割まで回復した。  

・道内客は 4,038万人（前年度比＋7.5％、令和元年度比▲9.1％）、道外客は 505万人（前年度比＋

25.0％、令和元年度比▲14.7％）、外国人客は 234万人（前年度比＋238.3％、R元年度比▲4.1％） 
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（圏域別の状況） 

観光入込客数（延べ人数） 2023（Ｒ５）年度               （単位：万人） 

前年度比 対前年増減数 R元年度比 R元年度比増減数 構成比

（％） （万人） （％） （万人） (％)

道央 8,232 +24.8 1,634 +4.3 +338 56.3

道南 1,296 +14.1 160 ▲1.9 ▲26 8.9

道北 2,203 +15.2 290 ▲2.5 ▲57 15.1

ｵﾎｰﾂｸ 871 +7.8 63 ▲0.5 ▲4 6.0

十勝 1,145 +11.2 116 +11.5 +118 7.8

釧路･根室 873 +16.4 123 ▲13.8 ▲139 6.0

合計 14,619 +19.5 2,386 +1.6 +230 100.0

圏域
観光入込
客数

（万人）

 
 

宿泊客延べ数                             （単位：万人泊） 

前年度比 対前年増減数 R元年度比 R元年度比増減数 構成比

（％） （万人泊） （％） （万人泊） (％)

道央 2,278 +17.3 335 +5.6 +121 61.6

道南 451 +12.6 50 +2.4 +11 12.2

道北 440 +23.8 85 +1.3 +6 11.9

ｵﾎｰﾂｸ 162 +5.9 9 ▲7.9 ▲14 4.4

十勝 191 +8.0 14 ▲8.8 ▲19 5.2

釧路･根室 175 +2.2 4 ▲14.0 ▲28 4.7

合計 3,697 +15.5 497 +2.1 +77 100.0

圏域
宿泊客延数
（万人泊）

 
 

・ 市町村における観光入込客数を合計した総数(延べ人数)は、14,619万人で、前年度に比べて

19.5％の増加、令和元年度に比べて 1.6％の増加となった。 

・ 宿泊客延べ数の合計は、3,697万人泊で、前年度に比べて 15.5％の増加、令和元年度に比べて

2.1％の増加となった。 

・ 圏域別の観光入込客数(延べ人数)では道央、十勝ではコロナ前の R元年度を越えたが、その他圏

域では下回った。宿泊客延べ数では、道央、道南、道北では R元年度を越えたが、その他圏域で

は下回っており、圏域によって偏りが発生している。 

 

（月別の状況） 

（観光入込客延べ人数）                                 （単位：千人） 

令和 5 年度 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

道外客 2,011  3,343  3,981  5,751  5,816  4,309  3,433  2,180  2,400  2,468  2,993  2,207  40,892 

道内客 6,824  11,540  9,883  13,662  14,474  11,871 8,817  5,534  4,946  5,565  6,239  5,938  105,293 

合計 8,835  14,883  13,864  19,413  20,291  16,180  12,250 7,714  7,347  8,032  9,232  8,145  146,186 
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（外国人宿泊者延べ人数）                   （単位：人） 

令和 5 年度 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

外国人 

観光客 

266,512  306,624  386,617  555,433  477,713  348,850  

10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

435,819  360,371  950,116  1,031,113  1,033,149  580,675  6,732,992  

 

【観光資源：観光施設、商業施設、自然、文化、スポーツ、イベント等】 

広域連携ＤＭＯとして、道内の広いエリアに展開する観光資源の魅力を整理し情報発信するととも

に、地域連携ＤＭＯ、地域ＤＭＯ、各市町村観光協会が行う地域の観光資源を活用した取組に対し支

援を行い、観光資源の魅力向上、取組効果の最大化を図る。 

※以下は､道央･道南･道北･道東各地域の主な観光資源例。 

○ 観光施設 

北海道庁旧本庁舎、札幌市時計台、さっぽろテレビ塔、五稜郭公園、金森赤レンガ倉庫、小樽運

河、ウポポイ（民族共生象徴空間）、旭山動物園、ファーム富田、のぼりべつクマ牧場、博物館

網走監獄等 

○ 商業施設 

札幌ステラプレイス、さっぽろ地下街、サッポロファクトリー、二条市場、狸小路商店街、ココ

ノススキノ、函館朝市、旭川平和通買物公園、釧路和商市場、釧路フィッシャーマンズワーフＭ

ＯＯなど  

○ 自 然 

・ 世界自然遺産：「知床」 

・ ラムサール条約登録湿地：「釧路湿原」「ウトナイ湖」「霧多布湿原」など 13湿地 

・ 国立公園：「阿寒摩周」「大雪山」「支笏洞爺」「知床」「利尻礼文サロベツ」「釧路湿原」「日

高山脈襟裳十勝」の７箇所 

・ 国定公園：「網走」「大沼」「ニセコ積丹小樽海岸」「暑寒別天売焼尻」「厚岸霧多布昆布森」

の５箇所 

○ 文化 

アイヌ文化、擦文文化、縄文文化 

（※2021年 7月「北海道・北東北の縄文遺跡群」が世界文化遺産に登録） 

○ スポーツ 

北海道ボールパークＦビレッジ及びエスコンフィールドＨＯＫＫＡＩＤＯ 

夏はサイクリング、乗馬、カヌー、ラフティング、スカイスポーツ、ゴルフなど、北海道ならで

はの様々なアウトドアスポーツが体験可能。冬は世界的に評価の高いニセコをはじめ、ルスツ、

キロロ、富良野、トマムなど、パウダースノーを楽しめるスキー場が豊富。 

○ イベント 

全国的に有名な「さっぽろ雪まつり」「ＹＯＳＡＫＯＩソーラン祭り」をはじめ、全道各地域に

おいて、歴史、文化、花、食、温泉などをテーマとした各地域の特色あるイベントが例年開催さ

れている。 
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【宿泊施設：域内分布、施設数、収容力、施設規模等】 

宿泊施設の営業形態（都市ホテル、温泉地旅館）や規模（客室数）、地域毎にターゲット層が異な

る。広域連携ＤＭＯとして、宿泊施設の季節・地域・規模・形態別の稼働率などの実態調査・分析を

深め､業界団体や事業者と連携し諸課題解決に向けて取り組む。 

2021年度 旅館・ホテル営業状況 

（令和３年度

現在） 施設数 

構成比 

（％） 客室数 

構成比 

（％） 

道央 1,278 44.0% 64,786 54.1% 

道南 335 11.5% 13,745 11.5% 

道北 543 18.7% 17,323 14.4% 

道東 748 25.8% 23,928 20.0% 

総計 2,904 100% 119,782 100% 

 

【利便性：区域までの交通、域内交通】 

来道する観光客の北海道への主な入口は、新千歳空港を中心とする空港と北海道新幹線の利用によ

るものが大部分を占める。2020年 3月北海道内における国際線は、新千歳、旭川、函館各空港で定

期便 23路線運航していたものがコロナ禍により全て運休状態となったが、2022 年 10月からの国の

水際対策緩和により徐々に復活し、2024年 10月現在、13路線で定期便が運行されている。今後もそ

の他の路線の復活や新規就航が見込まれ、より外国人観光客数の回復が予想されることから、核とな

る空港を中心に受入体制の強化や入口の分散化を図るとともに、観光客が北海道全域に円滑に移動で

きる二次交通の整備・充実が必要である。これらの問題に短期及び中長期の両面において的確に対応

していくため、広域連携ＤＭＯとして、国や道、交通基盤関連事業者等と連携しながら、全道におけ

る受入体制の充実と効果的な交通ネットワーク（北海道 MaaS）の構築に向けての戦略策定が求めら

れる。 

〈主な交通手段〉 

○ 航空（国際線）※2024年 10月 1日現在 

・ 新千歳空港 定期便 11路線運航 

（ソウル、釜山、台北、香港、シンガポール、クアラルンプール、バンコク、ドンムアン、

北京、上海、深圳） 

・ 旭川空港 定期便１路線運航（台北） 

・ 函館空港 定期便１路線運航（台北） 

※コロナ以前（2019 年度）の定期便は、以下の通り 

・ 新千歳空港 定期便 21路線運航 

（北京、天津、上海、南京、大連、青島、成都、福州、香港、ソウル、釜山、台北、高雄、 

ホノルル、バンコク[ドンムアン、スワンナプーム]、マニラ、シンガポール、ユジノサハリ

ンスク、ヘルシンキ、シドニー） 

・ 旭川空港 定期便 1路線運航（台北） 

・ 函館空港 定期便 1路線運航（台北） 

○ 航空（国内線） 

道内 12空港（新千歳、函館、釧路、稚内、旭川、帯広、中標津、女満別、紋別、利尻、奥尻、

丘珠）より全国・道内各地に定期便が運航 

○ ＪＲ（北海道新幹線） 

新函館北斗～札幌まで延伸予定 

○ フェリー（道外航路） 

函館⇔大間･青森、苫小牧⇔八戸・仙台･大洗･名古屋･秋田･新潟･敦賀・小樽⇔新潟・舞鶴・敦

賀、室蘭⇔青森 

○ フェリー（道内離島航路） 
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稚内⇔利尻･礼文、羽幌⇔天売･焼尻、江差⇔奥尻 

【外国人観光客への対応】 

・ 「観光人材育成事業」 

観光関連従事者や通訳案内士、外国語ガイド等に対し、技術向上のための実践的な研修や、プロ 

モーションと受入を総括的にプロデュースできる人材を育成。 

・ 「ユニバーサルツーリズム推進事業」 

誰もが安全・安心に楽しめる旅行を「ユニバーサルツーリズム」と位置づけ、様々なニーズを持

つ旅行主体が道内旅行を楽しむことができる受入体制整備を推進。 

※ 外国人観光客の拡大による効果を地域経済の活性化につなげていくため、外国人観光客が夏季、 

冬季に集中するといった季節的な偏在の平準化や、道央圏に集中するといった地域的な偏在の解 

消に取り組む。 

・ 「広域観光周遊促進事業」 

外国人観光客をターゲットに、観光地を周遊するための 2次交通の利便性を向上し、魅力ある

観光地づくりを進めることで地域偏在の解消を図る。 

 

３．各種データ等の継続的な収集・分析 

 

収集するデータ 収集の目的 収集方法 

旅行消費額 来訪者の消費活動の動向を分析

し、消費単価向上に繋げるため。 

北海道来訪者満足度調査事業で観

光経済波及効果分析を実施 

延べ宿泊者数 観光客の実態を把握するため 北海道経済部観光局から「観光入

込客数調査」を入手 

来訪者満足度 同上 北海道来訪者満足度調査事業で来

道経験及び満足度調査分析を実施 

リピーター率 同上 北海道来訪者満足度調査事業で来

道経験及び満足度調査分析を実施 

道内観光エリア毎の月別宿

泊実績（国内客､訪日客宿

泊人員） 

観光エリア毎の宿泊状況･傾向を把

握するため 

日本旅館協会から宿泊実績データ

を入手 

月別来道者数実績 

（輸送機関別､着地別､発地

別 

来道交通手段や発着地別の入込動

向を把握するため 

各輸送機関、北海道運輸局等から

輸送実績データを入手 

ＷＥＢサイトのアクセス状

況 

北海道に対する顧客の関心度や施

策の効果等を把握するため。 

観光機構独自で毎月のデータを取

得し利用者の動向を分析。 

住民満足度 北海道経済における観光の重要性

について地域住民の理解・関与度

合い等を把握するため。 

地域住民（道民）を対象とした住

民満足度の調査分析を実施予定。 

（調査結果は 2025年２月頃発表） 

 

 

４．戦略 
 

（１）地域における観光を取り巻く背景 
※地域経済、社会等の状況を踏まえた観光地域づくりの背景 

2023(R5)年度の北海道における総観光消費額は、1兆 2,846億円と、前年度の 9,063億円（R4年度

は外国人観光客を除いて算出）からは 3,783億円増加した。一方、人口減少やコロナによる観光関係

従事者の流失が顕著となり、宿泊・飲食サービス業を中心に旅行需要に対する供給が追い付いていな

い現状があるため、当機構を中心とした、人材確保に向けた支援が急務である。 
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また、北海道の強みである、自然・食などを最大現に生かし、多様な観光客のニーズを取り入れな

がら、観光客の誘致と受入を推進することが求められる。 

当面は人数に頼らない旅行商品の高付加価値化に重点を置きつつ、海外との直行便の復便が遅れて

いる、中国本土やアドベンチャートラベルワールドサミットの北海道開催を契機とした欧米方面への

プロモーションを強化するとともに、国籍を問わず新たな価値化を持ったミレニアル世代をターゲッ

トに需要回復、さらなる発展につなげてゆく。 

 

（２）地域の強みと弱み 
 好影響 悪影響 

内部

環境 

強み（Strengths） 

・ 豊富な観光資源 

・ パウダースノー、食の宝庫、自然景観希

少な動植物（生態系）アイヌ文化、温泉

等 

・ 観光地としての認知度、ブランド力 

・ 四季折々の異なる観光魅力 

・ 北海道ならではの様々な体験メニュー 

・ 道内 74市町村が世界 21ヵ国都市･地域と

114組の姉妹･友好都市等を締結 

弱み（Weaknesses） 

・ 季節的偏在と地域的偏在による観光客数

の変動 

・ 二次交通の整備 

・ 空港施設の容量不足 

・ 富裕層向け Luxuryブランドホテルの進

出遅れ 

・ インバウンド受入体制の構築 

・ 観光関係人材の不足 

・ 潜在的観光資源の掘り起こし 

外部

環境 

機会（Opportunity） 

・ 「北海道・北東北の縄文遺跡群」世界文

化遺産の登録（2021年 7月）による来訪

者の増加 

・ 北海道ボールパークＦビレッジ及びエス

コンフィールドＨＯＫＫＡＩＤＯ開業

（2023年 3月） 

・ 日高山脈襟裳十勝国立公園化（2024年 6

月 25日指定） 

・ ラピダス社による最先端半導体工場の建

設（2025年頃） 

脅威（Threat） 

・ 国際政治･経済リスク等の存在、テロ、

自然災害、感染症、為替変動等 

・ 他観光地との競争の激化 

・ 少子高齢化による国内需要の減少 

・ ウクライナ情勢 

・ 円安による燃料費・原材料の高騰 

・ 航空機燃料不足による運行の断念 

・ コロナ禍の観光業界離れによる深刻な人

材不足、需要・供給のアンバランス化 

・ 観光事業者の廃業や事業撤退の増加 

 

（３）ターゲット 
これまでの国・地域別という考え方のほかに、価値観や行動を示す先進的な消費者グループ、旅行者

が旅に求める趣味・嗜好をグルーピングした「トライブマーケティング」の発想を取り入れる。また、

市町村・DMO や道内の観光関連事業者がリスクを取りづらく、実施しづらい、新たな顧客市場の開拓等

に重点を置く。 
○ 重点ターゲット層その 1：道内市場 

・ 道央圏在住のミドルシニア層 

・ 団塊世代のマイクロツーリズム 

○選定の理由 

・ 道央圏、特に札幌都市圏の人口は約 238 万人で全道の約 46%。50 歳代の世帯主の年収構成

は 600 万円以上が 40%、旅行費用は日帰り客 6,497円、宿泊客 32,398 円。 

・ レジャー頻度は減少していく世代ではあるが時間とお金にゆとりがあり、家族や仲間が誘っ

てくれるなら近場で１泊程度の旅行ニーズあり。この世代の女性は「全く新しい場所へ行く

旅行」に、男性は「思い出の場所への旅行」に興味を持っているというデータが示されてい

る。 
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○ 取組方針 

・ 道民の道内観光活性化 

観光入込客数の８割を占める道民に対して、様々なメディアの活用、イベントの出展、誘客

キャンペーンを通じて、地域の観光情報発信を強化し、道民がまだ見ぬ四季折々の景観や、

その土地ならではの食など、北海道の魅力に触れる気運を醸成し、観光需要の底上げを図

る。 

・ 道民の観光需要の回復 

道央圏から道内各地域への移動を促進する取組を通じ、観光需要の回復を図るため、オンラ

イン・オフラインでのプロモーションを展開し、特にデジタルマーケティング手法を効果的

に活用する。 

○ 重点ターゲット層その２：道外市場 

・ 大規模市場：３大都市（東京、名古屋、大阪）及びエアライン就航地 

・ 教育旅行 ：３大都市及び東北エリア 

・ SIT 市場 ：Special Interest Tour-特定目的旅行 

・ 国内ミレニアル世代 

○ 選定の理由 

・ 北海道に訪れる道外客の約８割が、関東（51.5％）、関西（13.3％）、中部（11.9％）（※令

和５年度来訪者満足度調査結果）からであり、至近にリピートする率が高い。（前回の来道

経験（１年前）は、関東（28.0％）、関西（27.6％）、中部（29.9％）と、約 3人に 1人は、

２年連続で訪れている。） 

また、再訪意向（また必ず来たい）も、関東（65.2％）、関西（66.5％）、中部（69.0％）と 

他地域に比べ高い。 

・ 日本修学旅行協会が発表している、全国の高等学校の県別旅行先での北海道のシェア（2022

年度）は 4.2％で全国９位（１位の大阪府は 13.5%）となっており、今後の伸びが見込まれ

る。また、約６割の学校が 10～12月の閑散期に教育旅行を実施。 

・ キャンプやカヌーなどのアウトドア体験、スポーツ観戦や美術・音楽鑑賞ツアーなど SIT 

と呼ばれる旅行タイプは、通常観光より高い消費、旅行者の地域的・季節的分散につながる

旅行者が多いと言われている。また、道外客の旅行形態で「一人旅（27.8％）」は、「夫婦・

パートナー（34.0％）」に次いで多くなっており、旅の目的も「個人の価値観を反映するテ

ーマ性の高い旅」など多様化している。 

・ 独自の価値観を持ち、デジタルメディアで得た「共感」を消費行動や旅行の動機とするミ 

レニアル世代に、自らが体感した北海道をスマホで共有・拡散を促す取り組みが重要で、 

今後の消費を担うミレニアル世代をターゲットとして捉える必要がある。なお、国内のミ 

レニアル世代は、日本の総人口のうち約 2,700万人、構成比は約 20%。 

○ 取組方針 

・ 季節偏在の解消 

国内外に数多ある観光地の中から、北海道が真っ先に選ばれるよう、メディアやイベント、

デジタルマーケティングなどを活用し、特に、４～５月、11～12月の観光素材の紹介に力を

入れてその魅力を発信する。また、閑散期にも来道している教育旅行の誘致を強化し、将来

の顧客となる若年層を取り込むことで、季節偏在の解消を図る。 

・ 地域偏在の解消 

各地域や観光事業者・交通事業者・旅行会社・メディア等と一体となって、観光客を道内全

域へ波及させるためのプロモーションをオンライン・オフラインで展開し、道内地方空港を

活用とした各地への誘客促進に取り組み、道央圏に集中する観光客の分散化を図る。 

・ 入り込み数の確保 

平成 20年をピークに日本の総人口が減少に転じている中、道外客 600万人を維持するた

め、３大都市（東京、大阪、名古屋）及びエアライン就航地を中心とした北海道未訪問者へ

のアプローチと同時にリピーターの獲得を図る。 

 

 



様式１ 

17 

 

・ 消費単価を高める取組 

高消費単価・高リピーター率の傾向がある SIT（Special Interest Tour-特定目的旅行）の

需要をとらえ、趣味層やアウトドアといったテーマ及び年代、性別などデジタルマーケティ

ングの結果を活用し、道外客１人あたりの観光消費額を高めるプロモーションを展開する。 

○ 重点ターゲット層その３：海外市場 

・ 国籍をまたいだミレ二アル世代 

・ 欧米豪市場の AT 層 

・ 訪日客回復に向けた東アジア（中国、韓国、台湾、香港）の大規模市場 

○ 選定の理由 

・ デジタルネイティブで、既存概念に縛られない新しい価値観で今後の消費を変える存在とし

て注目されるこの世代は、世界人口の 32%を占めており、最も重視していることは「世界を

旅すること」が 57％と高い割合を示している。 

・ ATの市場規模は欧米を中心に約 70兆円を超えると言われており、富裕層の割合が大きく、

一人当たりの平均支出額は訪日外国人の約２倍となっている。また、旅行者は自身の内面か

らの変化や視野の拡大を求めて地域に留まろうとするために長期滞在も多い。昨年開催され

た ATWS2023北海道を契機として今後多くの AT層の流入が見込まれる。 

・ コロナ以前の令和元年度の来道者 244万人の内、中国、韓国、台湾、香港４市場の合計は 

169万人と全体の 69％を占め、道内総観光消費額 4,323億円の内 2,865 億円と全体の 66％を

占める大規模市場。また４市場平均のリピーター率は 36％で、全体平均の 32％を上回って

いる。 

○ 取組方針 

・ 中長期期的な施策・プロモーション 

「安心・安全・清潔」のイメージのある日本の特性を打ち出し、目的地は「都市から自然

へ」、移動手段は「公共交通機関からプライベート重視」、世代は「シニアからミレニアル

へ」をキーワードに、関心をつなぎとめるための情報発信を行い、当面は入り込み数の回復

を重点課題とする。 

・ デジタルマーケティングにシフトしたプロモーション 

デジタルマーケティングでは時間（時差）や場所にとらわれないコミュニケーションが可能

となり、且つ膨大なビッグデータが得られる。データを的確に分析し、ニーズを捉えた情報

提供を行い、効果測定と改善に取り組み PDCAを確立、オウンドメディアやソーシャル情報

に 5Gといったテクノロジーも組み合わせて新しいプロモーションスタイルを確立に向け取

り組む。 

・ ミレニアル世代への対応 

英語圏や中国語圏、また経済成長著しい ASEAN諸国などに居住する、国をまたいだミレニア

ル世代の攻略のため、SNSで影響力のあるインフルエンサーの起用や、画像や動画の活用、

コト消費での共感を得ることを重視し、デジタルマーケティングを軸に据えたプロモーショ

ンを展開する。 

・ SIT（Special Interest Tour-特定目的旅行）への対応 

AT、サイクリング、マラソン、スキー、ガストロノミー、ウェルネスといったコンテンツは

富裕層との親和性が高いとされる滞在型観光で、特に、豊かな自然とアイヌ文化や縄文文

化、海・山・川を生かした多様なアクティビティを有する北海道は ATの最適地であり、こ

の北海道のブランド価値を浸透させるための情報発信に取り組む。 

・ FIT（Foreign Independent Tour-外国人個人旅行）とリピーター対策 

・ インバウンドは FITのリピーター化が進み、観光ニーズは定番観光地周遊型から、食や文化

体験等へと多様化しつつある中、リピーターの確保、閑散期の需要創出、地域偏在を解消す

る地域への誘客推進など、FITに向けた施策の強化が必要となっている。趣味・嗜好に沿っ

た旅行を求める FITに対して、ニーズを捉えた情報発信に取り組む。 
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（４）観光地域づくりのコンセプト 
①コンセプト 

「世界が憧れる観光立国北海道」の実現を目指す。 

②コンセプトの考え方 ○ 目指すべき姿 

北海道は、世界自然遺産の知床をはじめとする豊かな自然環境、四季

折々の彩り鮮やかな景観、心を癒す温泉や新鮮な食、地域の風土や歴史

が育んだ生活・文化などが大きな魅力となって、国内外から多くの観光

客が訪れている。これまで北海道観光を支えてきたかけがえのない自然

環境の保全に努めながら、安全・安心に配慮した受入環境を整え、北海

道の魅力ある観光資源を活用した滞在型観光地づくりを進めていく。 

○ 取り組みの方向性など 

地域と一体となってオール北海道で取り組むべき具体的な事項を戦略と

して取りまとめ、道内観光関係者間で共有しながら「世界が憧れる観光

立国北海道」の実現を目指す。 

 

５．関係者が実施する観光関連事業と戦略との整合性に関する調整・仕組み作り、

プロモーション 
  

項目 概要 

戦略の多様な関係者との

共有 

※頻度が分かるよう記入

すること。 

○ 道の｢北海道観光のくにづくり条例｣に基づき、観光事業者や観光関

係団体、道民、道をはじめとする行政機関など、観光に関わるすべ

ての関係者が連携・協働して観光振興に関する施策を総合的、計画

的に推進するための基本的な計画である「北海道観光のくにづくり

行動計画」との整合性を図り、戦略の策定を行う。 

機構で実施する事業については、事業終了後に作成する報告書の中 

で、成果・効果、課題・問題点の整理に基づく事業の評価検証を行 

い、その内容を観光関係者に広く周知､意見照会している。また、 

その事業評価結果を踏まえ、各専門部会の意見を反映させて次年度 

の事業検討を行っている。 

○ 正副会長会・理事会（年４回開催） 

観光関連団体をはじめ、経済団体、他産業団体、地域の観光協会や

行政など、幅広い団体の代表者が選出されている理事会等にて、事

業報告を行い、情報共有を図っている。 

○ 担当部会、幹事会、分科会 

理事で構成する３つの担当部会、企業・業界・団体の代表者で構成

される幹事会と地域ごとのプロモーション活動を推進する５つの分

科会の中で、戦略策定に関するヒアリングや意見交換を実施してい

る。 

・ 担当部会 マーケティング部会、プロモーション部会、 

       観光地づくり部会（※理事で構成） 

・ 幹事会  企業・業界・団体の代表者で構成 

・ 分科会  道南、道央、道東、道北各地域、アイヌ文化 

○ その他 

全道各エリア別に、市町村や地域観光協会の事務担当者を対象とし

た事業説明会を開催。当機構が実施する地域支援事業やプロモーシ 

ョン事業について説明のほか、地域ヒアリングを実施している。 
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観光客に提供するサービ

スについて、維持･向上・

評価する仕組みや体制の

構築 

○ 観光人材育成事業：北海道観光の受入体制整備を推進するため、セ

ミナーや研修を実施し、観光人材の確保や育成を図る。 

○ 観光人材発掘事業：就職活動を行っている、もしくは就職活動を始

めようとしている学生を対象に、実際の宿泊施設の現場を体験・見

学してもらうことによって、宿泊業への就職につなげるとともに、

宿泊事業者へ専門家を派遣し、受入体制整備の支援を行う。 

○ サステナブルツーリズム推進事業：持続可能な観光を目指し、道内

デスティネーションを対象に国際認証制度取得に向けた研修及び支

援を行う。 

○ アドベンチャートラベル推進事業：ATWS2023 開催で得られた諸課題

に対応した受入体制の構築、戦略的な市場開拓及び地域の AT推進

の取組を支援し、本道観光の高付加価値化を進める。 

○ ATガイド人材育成・能力向上事業：アドベンチャートラベラーに代

表される海外富裕層を本道へ呼び込み、高付加価値な観光を拡大す

るための、ATガイドの人材育成・能力向上に係る各種事業を実施す

る。  

○ ユニバーサルツーリズム推進事業：様々な観光シーンにおいて誰も

が安心・安全に道内旅行を楽しむことができる環境を整備する。 

○ おもてなし推進事業：観光ボランティアの増加と観光事業者等のホ

スピタリティ向上を図る・北海道観光ボランティア連絡協議会への

支援・ホスピタリティ研修会の開催 

○ 伴走支援型観光地域力強化推進事業：地域の観光協会等が実施する

新たな商品づくり等の取組を支援し、地域経済の活性化を図る・補

助金（補助率：１／２）地域単独：上限 200万円 広域連携：上限

400万円 ＤＭＯ枠：上限 1,000万円・ワイン・ツーリズム、ケ

ア・ツーリズム、ナイトタイムエコノミー、アドベンチャートラベ

ルなどの推進を重点的に支援 

この他支援団体に対し、アドバイザー派遣、ルート検証、ＤＭＯ戦

略支援を行う。 

○ 広域観光周遊促進事業：外国人観光客をターゲットに、観光地を周

遊するための２次交通の利便性を向上し、魅力ある観光地づくりを

進めることで地域偏在の解消を図る。広域連携・周遊促進モデルル

ートの企画、モデルルートの造成、広告など 

○ 欧米豪 FIT旅行者誘客･受入事業：欧米豪 FIT等旅行者に対し、二

次交通利用状況の調査の実施（拠点空港から観光地への交通利用状

況、課題等の把握） 

観光客に対する地域一体

となった戦略に基づく一

元的な情報発信･プロモー

ション 

○ 広域連携ＤＭＯとしてのデジタルマーケティング事業：観光誘客促

進を図るため、マーケティングデータの収集・分析を実施 

ＨＰの利用状況分析、デジタルマーケティング調査（国内向け） 

宿泊（予約）データから道内の観光需要を調査 

道内観光消費動向調査、旅ナカにおける観光客の動態を調査・分析 

○ 誘客促進強化事業（国内）：国内でのＰＲやマスコミ等の活用によ 

り、道内外観光客の誘客を推進する。情報発信（マスコミ向け、メ 

ディア向け）、アプリ保守、需要喚起（ＴＶＣＭ、ＷＥＢ広告、大 

型ビジョン広告）各種イベント（道外ＰＲ、首都圏大規模イベン 

ト、ＰＲツール制作）偏在解消（旅行商品ＰＲ、交通連携ＰＲ） 

○ 大規模需要喚起事業（国内）：ワイン・ケアツーリズム、ナイトタ 

イムエコノミーを中心としたプロモーション素材（動画・静止画 

等）を作成し、メディア、WEB等にて発信 
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○ 誘客促進強化事業（海外）：海外からの観光客を誘客するためのプ 

ロモーションを図る。デジタルメディアを活用したプロモーショ 

ン・コンテンツ整備、旅行博出展 

○ テーマ別観光推進事業（海外）：ワイン・ケアツーリズム、ナイト 

タイムエコノミーを柱とした付加価値の高い旅行商品造成やプロモ 

ーションの実施。海外でのイベント・セミナー・商談会の開催、海 

外メディア招聘 

○ インバウンド再興事業：本格的なインバウンド回復に向けて、旅行 

者ニーズに応じたプロモーションを実施。海外旅行会社・メディア 

での情報発信、北海道発の東南アジア旅行商品造成 

○ 欧米豪プロモーション事業：ファムツアーの実施、現地メディアを 

活用したプロモーション 

○ 欧米豪 FIT旅行者誘客･受入事業：ATを嗜好する欧米豪 FITを対象 

に、グリーンシーズンの誘客促進を図るため、北海道内の ATコン 

テンツを紹介する動画及び北海道認定 ATガイドを紹介する映像を 

制作し、既存の AT商品や今後造成する商品に関する情報発信。 

○ ＭＩＣＥ誘致支援事業：本道へのＭＩＣＥ誘致を促進するため、Ｍ 

ＩＣＥ主催者に対するプロモーションを実施するとともに、市町村 

の受入環境充実等の取組を支援。 

○ 北海道教育旅行活性化事業：北海道への教育旅行誘致を図るため、

情報発信及び関係者に対するプロモーション等を実施。 

国内セールス、国外（台湾）セールス、教育旅行関係者招聘 

※各取組について、出来る限り具体的に記入すること。 
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６．ＫＰＩ（実績・目標） 
 

※戦略や個別の取組を定期的に確認・改善するため、少なくとも今後３年間における明確な数値目標を

記入すること。 

※既に指標となりうる数値目標を設定している場合には、最大で過去３年間の実績も記入すること。 

 

（１）必須ＫＰＩ 

※括弧内は、訪日外国人旅行者に関する数値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標項目  

2021 

（Ｒ３） 

年度 

2022 

（Ｒ４） 

年度 

2023 

（Ｒ５） 

年度 

2024 

（Ｒ６） 

年度 

2025 

（Ｒ７） 

年度 

2026 

（Ｒ８） 

年度 

●旅行消費額 

（億円） 

目

標 

R2年度以上 R3年度以上 R4年度以上 15,000  18,000 20,400 

（－） （－） 

4,323（R1

年度水準超

え） 

4,786 5,250 6,700 

実

績 

5,350 9,063 12,846 
   

（－） （－） （3,210） 

●延べ宿泊者数 

（万人） 

目

標 

R2年度以上 3,500 3,500 3,500 3,500 4,000 

（－） （－） 

753.6(R1年

度 水 準 超

え） 

753.6（R1年

度 水 準 超

え） 

753.6(R1年

度 水 準 超

え） 

854 

実

績 

1,873 3,199 3,697 
   

（74） （194.9） （673.3） 

●来訪者満足度 

（％） 

目

標 

道内 40 

道外 50 

道内 40 

道外 50 

道内 40 

道外 50 

道内 40 

道外 50 

道内 40 

道外 50 

道内 41 

道外 51 

（－） （－） （53） （54） （55） （56） 

実

績 

道内 35.7 

道外 46.9 

道内 26.9 

道外 40.8 

道内 31.6 

道外 46.2    

（－） （－） （51.4） 

●リピーター率 

（％） 

目

標 

50 50 50 50 50 50 

（－） （－） （34） （40） （40） （40） 

実

績 

40.4 27.7 38.5 
   

（－） （－） （37.5） 
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目標数値の設定にあたっての検討の経緯及び考え方 

【検討の経緯】 

国内客については、2021年 11月に制定された第５期「北海道観光のくにづくり行動計画」の 2025

（R7年）年度目標の他、2024（R6年）6月に当機構が策定した、グランドデザインと平仄を合わせて

設定。 

外国人客については 2023年４月に示された国の新たな基本計画をもとに、新たに追記される第５期

「北海道観光のくにづくり行動計画」の 2025（R7年）年度の外国人客の目標値（観光消費額単価、観

光入込客数）の他、2024（R6年）6月に当機構が策定した、グランドデザインと平仄を合わせて設

定。 

【設定にあたっての考え方】 

⚫ 旅行消費額・消費単価 

第 5期北海道のくにづくり行動計画の 2025年度（R7）年度目標値（道内客、道外客、外国人観光

客）×入込数を基準に設定し、2026年度はグランドデザインにて定めた 2030年の 3兆円の目標

値に向けた上昇率に応じて算出。外国客についてはアドベンチャートラベルや、その他の体験型

観光による「コト消費の向上」や、「新しい旅行スタイル」による「滞在日数の長期化」、観光サ

ービスの向上による「富裕層の獲得」を、より一層推進する。 

⚫ 延べ宿泊者数 第５期北海道のくにづくり行動計画の令和７年度目標値を基準に設定。 

⚫ 来訪者満足度 第５期北海道のくにづくり行動計画の令和７年度目標値を基準に設定。2026年度

はグランドデザインにて定めた 2030年の外国人 60％、道外 55％、道内 45％の目標値に向けた上

昇率に応じて算出。 

⚫ リピーター率 

道外客５回目以上、外国人観光客２回目以上をリピーターとし、第４期北海道観光のくにづくり

計画にて設定。（北海道観光振興機構第３期事業計画にて設定した目標） 

道外客 50％、外国人観光客 34％を継続目標とし、定量目標として令和７年度の道外客リピーター 

数を 570万人と設定している。 

 

（２）その他の目標 

※括弧内は、訪日外国人旅行者に関する数値 

※各指標項目の単位を記入すること。 
 

指標項目  
2021 

（Ｒ３） 

年度 

2022 

（Ｒ４） 

年度 

2023 

（Ｒ５） 

年度 

2024 

（Ｒ６） 

年度 

2025 

（Ｒ７） 

年度 

2026 

（Ｒ８） 

年度 

●WEBサイトの

アクセス状況 

UU数（人） 

目

標 

－ 3,350,000 3,550,000 3,800,000 3,990,000 4,189,000 

（－） （700,000） （430,000） （450,000） （470,000） （490,000） 

実

績 

3,199,553 3,469,469 3,910,565    

（665,025） （413,751） （673,588） 

●住民満足度 

（％） 

目

標 
－ － 56 58 60 62 

実

績 
－ － 53.1    

●観光客入込数 

（万人） 

目

標 

3,338（R2

年度以上） 

5,580 

道内 4,880 

道外 700 

5,580 

道内 4,880 

道外 700 

5,580 

道内 4,880 

道外 700 

5,580 

道内 4,880 

道外 700 

5,664 

道内 4,944 

道外 720 

（－） （－） 

244（ R1 年

度 水 準 超

え） 

244（ R1 年

度 水 準 超

え） 

244（ R1 年

度 水 準 超

え） 

295 

実

績 

3,495 4,160 4,777 
   

（ ） （69） （234） 
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指標項目及び目標数値の設定にあたっての検討の経緯及び考え方 
【検討の経緯】 

必須 KPIと同様 

【設定にあたっての考え方】 

⚫ WEBサイトアクセス状況 

2022(R4)年度より目標指標を PV数から UU＝ユーザー数に変更。年度ごとに前年度実績（UU）の

5％程度増加を目標値とした。（2024～2026年度（R6～R8）） 

⚫ 住民満足度 

2022(R4)年度までは、不特定多数の地域住民を対象とした住民満足度のデータ収集について、調

査に関わる事業費用を捻出・予算化することが困難な状況であったため未実施。2023(R5)年度よ

り、住民満足度調査を実施。居住地満足度・社会的満足度・経済的満足度３つの満足度を総合し

た、総合満足度において全体偏差値 50以上となった割合を実績とし、2024(R6)年度以降目標値は

グランドデザインで定めた目標値を基準に設定した。 

⚫ 観光客入込客数 

上記行動計画の 2025（R7年）年度目標値を基に設定。2026（R8年）グランドデザインにて定め

た 2030年の道内 5,200万人、道外 800万人、外国人 500万人の目標値に向けた上昇率に応じて算

出。 
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７．活動に係る運営費の額及び調達方法の見通し 
 

※少なくとも今後３年間について、計画年度毎に（１）収入、（２）支出を記入すること。 

※現に活動している法人にあっては、過去３年間の実績も記入すること。 

 

（１）収入 

 
 
 

 

 

 

 

 

年（年度）

2021（R3）年度 8,032,744,000 （円）【会員会費収入】 64,580,000

【民間負担金収入】 2,500,000

【道補助金収入】 7,795,342,000

【国家補助助収入】 116,362,000

【市町村負担金】 21,402,000

【収益事業収入】 32,558,000

2022（R4）年度 3,511,630,000 （円）【会員会費収入】 64,740,000

【民間負担金収入】 5,821,000

【道補助金収入】 3,250,589,000

【国家補助助収入】 130,966,000

【市町村負担金】 23,544,000

【収益事業収入】 35,970,000

2023（R5）年度 1,831,496,000 （円）【会員会費収入】 75,109,000

【民間負担金収入】 3,500,000

【道補助金収入】 1,660,740,000

【国家補助助収入】 46,550,000

【市町村負担金】 21,704,000

【収益事業収入】 23,893,000

2024（R6）年度 1,926,912,000 （円）【会員会費収入】 73,675,000

【民間負担金収入】 3,500,000

【道補助金収入】 1,600,337,000

【国家補助助収入】 188,554,000

【市町村負担金】 19,646,000

【収益事業収入】 41,200,000

2025（R7）年度 （R6年度と同額で仮定） （円）

2026（R8）年度 （R6年度と同額で仮定） （円）

内訳総収入（円）

（R6年度と同額で仮定）

（R6年度と同額で仮定）



様式１ 

25 

 

（２）支出 

 
 
 

（３）自律的･継続的な活動に向けた運営資金確保の取組･方針 
2023年度（R5）は会費収入が改善したものの、収益事業が減収となった。収益確保策として当機構

のキャラクター「キュンちゃん」グッズの新商品を公式ネットショップにて販路する他、ふるさと納

税の新しい形として導入が進んでいる旅先納税の広域連携として、さっぽろ圏 11市町村の加盟店に

年（年度）

2021（R3）年度 8,021,146,000 （円）【事業支出計】 7,918,192,000

・マーケティング調査

・受入環境の整備

・宣伝ツールの作成やWEBツールでの情報発信

・国内プロモーション

・海外プロモーション

【管理費支出計】 102,954,000

2022（R4）年度 3,781,147,000 （円）【事業支出計】 3,669,660,000

・マーケティング調査

・受入環境の整備

・宣伝ツールの作成やWEBツールでの情報発信

・国内プロモーション

・海外プロモーション

【管理費支出計】 111,487,000

2023（R5）年度 1,829,298,000 （円）【事業支出計】 1,715,343,000

・マーケティング調査

・受入環境の整備

・宣伝ツールの作成やWEBツールでの情報発信

・国内プロモーション

・海外プロモーション

【管理費支出計】 113,955,000

2024（R6）年度 1,926,765,000 （円）【事業支出計】 1,802,597,000

・マーケティング調査

・受入環境の整備

・宣伝ツールの作成やWEBツールでの情報発信

・国内プロモーション

・海外プロモーション

【管理費支出計】 124,168,000

2025（R7）年度 （R6年度と同額で仮定） （円）

2026（R8）年度 （R6年度と同額で仮定） （円）

（R6年度と同額で仮定）

（R6年度と同額で仮定）

総支出（円） 内訳
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て利用可能なさっぽろ圏 e旅ギフト（ふるさと納税返礼品）を導入。当機構は事務局として手数料収

入を得る仕組みとなっている。 

引き続き、会員の新規獲得、受託事業（指定管理者制度）等への参画等、自主事業による新たな財

源確保の検討に取り組む。 

 また北海道が検討を進めている、観光目的税（新税）の導入にあたっては、税の内容や使途などに

ついて議論が行われ、段階的定額制（２万円未満:100 円、２万円以上５万円未満:200円、５万円以

上:500円）として枠組みが決まり、2026年４月の導入を目指して引き続き詳細な制度設計が検討さ

れている。 

 

 

８．観光地域づくり法人形成・確立に対する関係都道府県・市町村の意見 
 

北海道は、広域連携 DMOである公益社団法人北海道観光機構と連携し、引き続き、道内全体の観光振

興に取り組んでまいります。 

 

９．マネジメント・マーケティング対象区域が他の地域連携ＤＭＯ（県単位以外）

や地域ＤＭＯと重複する場合の役割分担について（※重複しない場合は記載不要） 

 

 

 

１０．記入担当者連絡先 
 

担当者氏名 森 達哉 

担当部署名（役職） 事業企画本部 マーケティング・DX部（次長） 

郵便番号 060-0003 

所在地 札幌市中央区北３条西７丁目１番１緑苑ビル１階 

電話番号（直通） 011-231-0941 

ＦＡＸ番号 011-232-5064 

Ｅ－ｍａｉｌ t_mori@visithkd.or.jp 

 

１１．関係する都道府県・市町村担当者連絡先 
 

都道府県･市町村名 北海道 

担当者氏名 福田 勝志 

担当部署名（役職） 経済部観光局観光振興課（主幹） 

郵便番号 060-8588 

所在地 札幌市中央区北３条西６丁目 

電話番号（直通） 011-231-4111(内線 26591) 

ＦＡＸ番号 011-232-4120 

Ｅ－ｍａｉｌ fukuda.katsushi@pref.hokkaido.lg.jp 

 



【マネジメント・マーケティング対象とする区域】
北海道（１７９市町村）
【設立時期】 ２００８年４月１日
【設立経緯】
③区域の観光協会がＤＭＯに移行
（北海道観光連盟（前身）を改組し発足）
【代表者】 会長 小金澤 健司
【マーケティング責任者（ＣＭＯ）】 専務理事 中村 智
【財務責任者（ＣＦＯ）】 総務部統括部長 田中 勝宏
【職員数】４３人（常勤４２人（正職員１３人・出向等２９人）、非常勤１人）
【主な収入】
北海道負担金 1,660百万円、会費 ７５百万円（令和５年度決算）
【総支出】
事業費 1,715百万円、一般管理費 １１３百万円（令和５年度決算）
【連携する主な事業者】
北海道内経済団体、旅行関連団体、旅行業、交通事業者、食関連団
体、自治体、観光協会、DMO（観光圏整備計画認定地域含む）

※（ ）内は外国人に関するもの。

記入日： 令和６年 １０月 １日

【主なターゲット】
道外市場：３大都市（東京・名古屋・大阪）

エアライン就航地
道内市場：道央圏（ミドルシニア、団塊世代）
海外市場：東アジア、国籍を跨いだミレニアル

  世代、欧米豪のAT層
【ターゲットの誘客に向けた取組方針】
道外市場：地域偏在、季節偏在の解消
道内市場：地域の観光情報発信強化
海外市場：デジタルプロモーションの強化
【観光地域づくりのコンセプト】
滞在型観光地づくりの推進

（登録）【広域連携DMO】（公社）北海道観光機構 様式２

基礎情報

戦略

ＫＰＩ（実績・目標）

具体的な取組

【観光資源の磨き上げ】
・道内59団体への観光事業支援
（負担金支給、アドバイザー派遣）
【受入環境整備】
・観光関連従事者向けの研修会開催
・道内DMOとのWEB情報データ連携
・メディカル（ケア）ツーリズム調査
（ニーズ調査、先進事例視察）
・ユニバーサルツーリズム対応
（バリアフリー、食への対応）
・北海道MaaS構築人材育成
（ワークショップ、セミナー開催）

【情報発信・プロモーション】
・メディアタイアップによる情報発信
・閑散期搭乗キャンペーン
・メディア向け記者発表会の開催
・道産水産物需要喚起・誘客促進事業
・欧米・米国・豪州レップ事業
【その他】
・アドベンチャートラベル推進事業
・北海道教育旅行活性化事業
・大規模イベント共同開催
・産業経済波及効果調査
・旅先納税

ATWS2023北海道

誘客プロモーション動画
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